
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 九州財務局長 

【提出日】 平成17年12月9日 

【中間会計期間】 第61期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 西部電気工業株式会社 

【英訳名】 Seibu Electric Industry Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  笠 原 正 昭 

【本店の所在の場所】 熊本市坪井二丁目１番42号 

【電話番号】 096(344)1111(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  清  元  桂  介 

【最寄りの連絡場所】 福岡市博多区博多駅東三丁目７番１号 

【電話番号】 092(418)3111(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  清  元  桂  介 

【縦覧に供する場所】 西部電気工業株式会社  福岡本社 

  （福岡市博多区博多駅東三丁目７番１号） 

  西部電気工業株式会社 熊本本社 

  （熊本市坪井二丁目１番42号） 

  西部電気工業株式会社 東京支社 

   (東京都中央区日本橋人形町一丁目８番４号) 

  西部電気工業株式会社 大阪支店 

  (大阪市北区梅田一丁目１番３-3000号) 

  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社大阪証券取引所 

   (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

  証券会員制法人福岡証券取引所 

   (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 21,338 21,922 24,991 54,462 53,302

経常利益 (百万円) 396 600 528 2,693 2,125

中間(当期)純利益 (百万円) 224 279 295 1,519 1,140

純資産額 (百万円) 19,562 20,633 22,751 20,987 21,706

総資産額 (百万円) 42,193 42,061 45,273 45,220 46,610

１株当たり純資産額 (円) 866.74 928.94 983.78 943.23 975.51

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 9.91 12.60 13.09 65.53 49.33

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.4 49.1 50.3 46.4 46.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,750 2,432 2,805 3,301 113

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,877 △838 △660 △2,926 △1,764

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 311 △571 △524 △530 421

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,943 6,626 5,994 5,603 4,374

従業員数 (人) 1,538 1,472 1,442 1,452 1,425



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には消費税等は含まれていない。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」、「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

３  第59期の１株当たりの配当額15円には、福岡本社ビルでの業務開始の記念配当７円を含んでいる。 

  

  

２ 【事業の内容】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

  

  

  

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 17,631 18,456 20,653 46,210 45,453

経常利益 (百万円) 202 469 414 2,294 1,877

中間(当期)純利益 (百万円) 114 232 259 1,294 1,047

資本金 (百万円) 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

発行済株式総数 (千株) 23,138 23,138 23,138 23,138 23,138

純資産額 (百万円) 18,146 19,063 21,079 19,445 20,081

総資産額 (百万円) 35,242 34,853 36,915 37,464 38,492

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3 5 5 15 14

自己資本比率 (％) 51.5 54.7 57.1 51.9 52.2

従業員数 (人) 1,242 1,221 1,189 1,213 1,187



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、九州情報通信設備建設労働組合に属し、上部団体は情報産業労働組合連合会である。 

平成17年９月末日現在の組合員は734人であり、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はない。なお、

当社の連結子会社の労働組合の状況についても、特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 1,023 

その他事業 188 

全社（共通） 231 

合計 1,442 

従業員数(人) 1,189 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループは前連結会計年度に引き続き、従来のやり方、仕組みを根本から見直し、新たな創造を行う「現状

を変える」取り組みを行っている。既存事業の改革や変化への先見性と対応への柔軟性を持った人材の育成など戦

略的経営を推進し、受注の拡大、業務の効率化、原価の低減等に取り組んだ。  

これにより当中間連結会計期間の業績は、受注高284億３千万円（前年同期比99.9％）、完成工事高は249億９千

１百万円（前年同期比114.0％）となった。情報通信工事は、光関連工事は引き続き堅調に推移したが、情報インフ

ラ整備工事が減少し受注高は前年同期比減少した。完成工事高は前連結会計年度の繰越工事が多く前年同期比増加

した。土木・設備工事及びネットワークソリューション事業は、営業体制の強化や新規顧客の開拓など積極的な営

業を展開し、受注高、完成工事高とも前年同期を上回った。 

損益については、グループ全体で業務効率化や原価低減に取り組んだが、受注価格の低廉化や施工コストの上昇

等で、経常利益は５億２千８百万円（前年同期比88.0%）となり、中間純利益は退職給付移行時差異償却の前連結会

計年度終了等により、２億９千５百万円（前年同期比105.7%）となった。 

  

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。 

なお、当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態として、上半期と下半期の業績に季節的変動があり、上

半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の完成工事高と下半期の完成工事高

との間に著しい相違がある。 

  

（建設事業） 

①情報通信工事 

ブロードバンドサービス関連投資は引き続き堅調に推移しＩＰｖ６への基盤整備工事も新規に受注した

が、情報インフラ整備の減少で受注高は198億７千１百万円（前年同期比94.8%）となった。完成工事高は前

連結会計年度の繰越工事が多く、177億６千６百万円（前年同期比112.5%）となった。 

②土木・設備工事 

官公庁・民間企業の設備投資抑制が続く依然として厳しい受注環境であったが、営業体制を強化し積極的

な受注活動を行い、受注高は27億８百万円（前年同期比102.7%）、完成工事高は17億８千９百万円（前年同

期比119.8%）となった。 

③建設用資材販売等 

情報通信建設分野における光関連の資材販売の増加により、受注高・完成工事高は25億４千３百万円（前

年同期比129.2%）となった。 

上記の結果、建設事業の受注高は251億２千２百万円（前年同期比98.3%）、完成工事高は220億９千８百万円（前

年同期比114.8%）、営業利益は14億２千４百万円（前年同期比87.3%）となった。 

（その他事業） 

④ネットワークソリューション 

情報機器関連では民間企業、官公庁、自治体、学校等への提案型営業や大手ソリューション会社との連

携、新技術対応への営業・技術力向上研修を行うなど営業体制の強化を図り積極的な受注活動を行ったこと

により、受注高は17億７千７百万円（前年同期比125.2%）、完成工事高は13億６千２百万円（前年同期比

112.6%）となった。 



⑤運輸業等 

リース収入および運送収入の増加により、受注高・完成工事高は15億３千万円（前年同期比104.9%）とな

った。 

上記の結果、その他事業の受注高は33億７百万円（前年同期比114.9%）、完成工事高は28億９千２百万円（前年

同期比108.4%）、営業損失は１億６千万円（前年同期比82.1%）となった。 

(注)  「第２  事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ16

億２千万円増加し、当中間連結会計期間末残高は59億９千４百万円（前年同期末残高は66億２千６百万円）となっ

た。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間は28億５百万円（前年同期は24億３千２百万円の収入）となった。こ

れは、税金等調整前中間純利益が５億５千８百万円、減価償却費が６億４千７百万円となり、売上債権の減少（収入）57億６

百万円に対して、仕入債務の減少（支出）18億９千８百万円及び未成工事支出金等の増加（支出）21億１千２百万円であった

など、収入が支出を大幅に上回ったこと等が要因である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間は６億６千万円（前年同期は８億３千８百万円の使用）となった。こ

れは、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出６億１千５百万円が、有形固定資産の売却による収入１千４百万円、

有価証券の売却による収入４千万円を大幅に上回ったこと等が要因である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間は５億２千４百万円（前年同期は５億７千１百万円の使用）となっ

た。これは、長期借入による収入４億６千万円に対し、短期借入金を８億円及び長期借入金を５億１千１百万円返済したこと

等が要因である。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注高及び完成工事高 

  

  

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

前期 
繰越 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 5,403 66.5 9,596 82.3 5,403 66.5

土木・設備工
事 

2,456 30.2 1,889 16.2 2,456 30.2

建設用資材 
販売等 

― ― ― ― ― ―

小計 7,860 96.7 11,485 98.5 7,860 96.7

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューショ 
ン 

271 3.3 179 1.5 271 3.3

運輸業等 ― ― ― ― ― ―

小計 271 3.3 179 1.5 271 3.3

合計 8,131 100.0 11,665 100.0 8,131 100.0

当期 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 20,962 73.7 19,871 69.9 41,584 73.2

土木・設備工
事 

2,635 9.3 2,708 9.5 4,764 8.4

建設用資材 
販売等 

1,969 6.9 2,543 9.0 4,639 8.1

小計 25,567 89.9 25,122 88.4 50,987 89.7

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューショ
ン 

1,419 5.0 1,777 6.2 2,764 4.9

運輸業等 1,459 5.1 1,530 5.4 3,083 5.4

小計 2,878 10.1 3,307 11.6 5,848 10.3

合計 28,446 100.0 28,430 100.0 56,835 100.0

完成 
工事高 

建設 
事業 

情報通信工事 15,790 72.0 17,766 71.1 37,392 70.2

土木・設備工
事 

1,493 6.8 1,789 7.1 5,330 10.0

建設用資材 
販売等 

1,969 9.0 2,543 10.2 4,639 8.7

小計 19,253 87.8 22,098 88.4 47,362 88.9

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューショ
ン 

1,209 5.5 1,362 5.5 2,856 5.3

運輸業等 1,459 6.7 1,530 6.1 3,083 5,8

小計 2,668 12.2 2,892 11.6 5,939 11.1

合計 21,922 100.0 24,991 100.0 53,302 100.0



  

(注) セグメント間取引については相殺消去している。 

  

(2) 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高 

  

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題に

重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

  

  

  

  

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

情報通信の急激な普及拡大に伴い、高品質で低コストな情報通信設備構築の要望が高まっている。 

このような要望に対応するため、施工技術の開発・改善並びに工事の安全性を向上させる新製品の開発に取り組ん

でいる。 

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

次期 
繰越 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 10,575 72.2 11,701 77.5 9,596 82.3

土木・設備工
事 

3,598 24.5 2,808 18.6 1,889 16.2

建設用資材 
販売等 

― ― ― ― ― ―

小計 14,174 96.7 14,509 96.1 11,485 98.5

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューショ 
ン 

481 3.3 594 3.9 179 1.5

運輸業等 ― ― ― ― ― ―

小計 481 3.3 594 3.9 179 1.5

合計 14,655 100.0 15,103 100.0 11,665 100.0

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

西日本電信電話株式会社 13,095 59.7 14,497 58.0



これらの活動に要した当中間連結会計期間の研究開発費は、建設事業において総額72百万円である。 

  

主な研究開発 

建設事業 

情報通信工事 

  

(1) 光ファイバケーブル架渉工法の開発 

道路越し等に光ファイバケーブルを敷設する場合、新たに開発した「光ケーブル架渉用ローラ」を電柱際

に設置して作業の効率化を図るとともに、ケーブルの垂れ下がりを防止し、安全性を向上させる工法を考案

した。 

  

(2) ビル配管内ケーブル入線用具の開発 

ユーザビルの配管に光ケーブルを敷設する場合等の、既設ケーブルや曲線個所との摩擦抵抗を低減するた

め、新設ケーブル全面に潤滑材を塗布する「入線用具」を開発した。 

  

その他事業 

特記事項はない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

国内子会社 

  当中間連結会計期間に以下の設備を取得した。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はない。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  

（注）「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円) 

従業員数 
(人) 機械装置・

運搬具・ 
工具器具備品 

合計 

九州電話運輸㈱ 
本社 

(福岡市博多区) 
その他事業
(運輸業等) 

リース車両・
備品 

513 513 61



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月9日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 23,138,400 23,138,400

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

         ――― 

計 23,138,400 23,138,400      ――          ――― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 23,138,400 ― 1,600 ― 1,667



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,407 6.1

西部電気従業員持株会 熊本市坪井二丁目１番42号 1,156 5.0

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,031 4.5

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,018 4.4

株式会社肥後銀行 熊本市練兵町１番地 1,012 4.4

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 863 3.7

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 535 2.3

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番 12号
晴海アイランド トリトンスクエア オ
フィスタワーＺ棟 

521 2.3

株式会社十八銀行 長崎市銅座町１番11号 511 2.2

株式会社ナカヨ通信機 東京都渋谷区桜丘町24番４号 505 2.2

計 ― 8,561 37.0



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,000株(議決権1個)及び270株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄に含まれている自己株式及び相互保有株式は次のとおりである。 

自己株式         532株 

相互保有株式 

九州保安用品産業㈱   217株 

九州電機工業㈱     330株 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式）
普通株式     11,000 

― ― 

（相互保有株式）
普通株式     40,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  22,849,000 22,849 ― 

単元未満株式 普通株式    238,400 ― ― 

発行済株式総数 23,138,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,849 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
西部電気工業株式会社 

熊本市坪井二丁目１番42号 11,000 ― 11,000 0.0

（相互保有株式） 
九州保安用品産業株式会社 

熊本県上益城郡御船町大字
豊秋2488 

11,000 ― 11,000 0.0

（相互保有株式） 
九州電機工業株式会社 

熊本市大窪二丁目８番22号 14,000 ― 14,000 0.1

（相互保有株式） 
株式会社仁和 

熊本市山室三丁目５番25号 15,000 ― 15,000 0.1

計 ― 51,000 ― 51,000 0.2



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりである。 

役職の異動 

  

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 633 621 602 645 634 722

最低(円) 560 586 583 596 607 625

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 

テレコムエンジニアリング 

本部長兼資材部長 

取締役 

テレコムエンジニアリング 

本部長 

渡辺 徳雄 平成17年11月14日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載している。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載している。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに前中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１現金及び預金 6,863 6,291 4,615 

２受取手形・ 
完成工事未収入金等 

7,275 9,904 15,611 

３有価証券 159 140 133 

４未成工事支出金 4,407 4,618 2,660 

５その他たな卸資産 928 1,030 876 

６その他 1,059 1,067 946 

貸倒引当金 △25 △37 △45 

流動資産合計 20,669 49.1 23,016 50.8 24,797 53.2

Ⅱ 固定資産   

１有形固定資産 ※１   

(1)建物・構築物 ※２ 3,985 3,731 3,851 

(2)機械装置・運搬具・工
具器具備品 

3,161 3,559 3,500 

(3)土地 ※２ 7,732 7,731 7,731 

(4)その他 0 3 0 

有形固定資産合計   14,880 35.4 15,025 33.2 15,083 32.4

２無形固定資産 545 1.3 423 1.0 473 1.0

３投資その他の資産   

(1)投資有価証券 4,196 5,637 4,851 

(2)繰延税金資産 1,404 876 1,110 

(3)その他 638 498 547 

貸倒引当金 △273 △204 △253 

投資その他の資産合計 5,965 14.2 6,808 15.0 6,256 13.4

固定資産合計 21,391 50.9 22,257 49.2 21,812 46.8

資産合計 42,061 100.0 45,273 100.0 46,610 100.0

        



  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１支払手形・工事未払金等 4,549 5,465 7,364 

２短期借入金 ※２ 4,041 4,222 4,994 

３未成工事受入金 477 351 459 

４賞与引当金 915 957 678 

５その他 903 812 867 

流動負債合計 10,887 25.9 11,809 26.1 14,363 30.8

Ⅱ 固定負債   

１長期借入金 ※２ 2,413 2,488 2,567 

２退職給付引当金 5,278 5,312 5,091 

３役員退職慰労引当金 169 204 189 

４連結調整勘定 25 8 16 

５その他 1,450 1,451 1,454 

固定負債合計 9,337 22.1 9,465 20.9 9,319 20.0

負債合計 20,225 48.0 21,275 47.0 23,683 50.8

(少数株主持分)   

少数株主持分 1,202 2.9 1,246 2.7 1,220 2.6

(資本の部)   

Ⅰ  資本金 1,600 3.8 1,600 3.6 1,600 3.4

Ⅱ  資本剰余金 1,671 4.0 1,959 4.3 1,671 3.6

Ⅲ  利益剰余金 16,543 39.3 17,348 38.3 17,293 37.1

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 1,064 2.5 1,848 4.1 1,390 3.0

Ⅴ  自己株式 △245 △0.5 △4 △0.0 △248 △0.5

資本合計 20,633 49.1 22,751 50.3 21,706 46.6

負債、少数株主持分及
び資本合計 

42,061 100.0 45,273 100.0 46,610 100.0

        



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高   21,922 100.0 24,991 100.0 53,302 100.0 

Ⅱ 完成工事原価   19,549 89.2 22,831 91.4 47,775 89.6 

完成工事総利益   2,372 10.8 2,159 8.6 5,527 10.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,872 8.5 1,756 7.0 3,672 6.9 

営業利益   500 2.3 403 1.6 1,855 3.5 

Ⅳ 営業外収益               

１受取利息   7   6   14   

２受取配当金   36   51   55   

３投資有価証券売却益   0   ―   ―   

４連結調整勘定償却額   8   8   16   

５技術支援協力金   15   17   34   

６賃貸料収入   32   35   73   

７その他   40   32   129   

営業外収益計   139 0.6 151 0.6 324 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１支払利息   19   16   36   

２割増退職金   2   1   3   

３その他   17   7   14   

営業外費用計   39 0.2 25 0.1 54 0.1 

経常利益   600 2.7 528 2.1 2,125 4.0 

Ⅵ 特別利益               

１前期損益修正益 ※２ ―   ―   35   

２固定資産売却益 ※３ 3   ―   5   

３投資有価証券売却益   2   ―   4   

４貸倒引当金戻入益   13   40   27   

５保険金収入   ―   5   ―   

特別利益計   19 0.1 46 0.2 73 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１固定資産売却損 ※４ 0   0   0   

２固定資産除却損 ※５ 3   16   28   

３退職給付費用 ※６ 70   ―   140   

４その他   ―   ―   8   

特別損失計   73 0.3 16 0.1 177 0.3 

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  546 2.5 558 2.2 2,020 3.8 

法人税、住民税及び 
事業税 

  358 1.6 450 1.8 758 1.4 

法人税等調整額   △118 △0.5 △222 △0.9 77 0.2 

少数株主利益   26 0.1 34 0.1 44 0.1 

中間（当期）純利益   279 1.3 295 1.2 1,140 2.1 

                



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ  資本剰余金期首残高   1,671 1,671   1,671

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益 ― ― 288 288 ― ―

Ⅲ  資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

  1,671 1,959   1,671

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ  利益剰余金期首残高   16,571 17,293   16,571

Ⅱ  利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 279 279 295 295 1,140 1,140

Ⅲ  利益剰余金減少高     

１配当金 267 199 378 

２役員賞与 41 308 41 240 41 419

Ⅳ  利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

  16,543 17,348   17,293

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間（当期）
純利益 

 546 558 2,020

減価償却費  604 647 1,282

連結調整勘定償却額  △8 △8 △16

固定資産除売却損  3 16 29

固定資産売却益  △3 ― △6

貸倒引当金の減少額  △32 △57 △31

退職給付引当金の増加額  308 221 120

受取利息及び受取配当金  △43 △57 △69

支払利息  19 16 36

投資有価証券売却益  △2 ― △11

投資有価証券売却損  0 ― 3

売 上 債 権 の 減 少・増 加
（△）額 

 6,306 5,706 △2,029

未成工事支出金等の増加額  △1,948 △2,112 △148

仕 入 債 務 の 増 加・減 少
（△）額 

 △2,129 △1,898 684

未払金の増加・減少(△)額  △17 △182 57

役員賞与の支払額  △44 △44 △44

未成工事受入金の減少額  △34 △107 △52

その他  △49 229 △86

小計  3,474 2,926 1,738

利息及び配当金の受取額  43 57 69

利息の支払額  △18 △16 △35

法人税等の支払額  △1,065 △162 △1,658

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,432 2,805 113



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △73 △60 △353

定期預金の払戻による収入  ― 4 276

有価証券の売却による収入  31 40 51

有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △569 △585 △1,433

有形固定資産の売却に 
よる収入 

 21 14 39

無形固定資産の取得に 
よる支出 

 △254 △29 △254

投資有価証券の取得に 
よる支出 

 △6 △48 △138

貸付による支出  △4 △4 △3

貸付金の回収による収入  13 11 53

その他の支出  △6 △18 △26

その他の収入  9 15 22

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △838 △660 △1,764

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額（減
少△） 

 △210 △800 740

長期借入による収入  560 460 1,280

長期借入金の返済による 
支出 

 △631 △511 △1,193

自己株式の売出しによる収
入 

 ― 537 ―

自己株式の取得による支出  △17 △5 △21

配当金の支払額  △267 △199 △378

少数株主への配当金支払額  △5 △5 △5

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △571 △524 421

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増加・減少（△）額 

 1,023 1,620 △1,229

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 5,603 4,374 5,603

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,626 5,994 4,374

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社数  ３社 

連結子会社名 

西部電設㈱ 

九州通信産業㈱ 

九州電話運輸㈱ 

(1) 連結子会社数  ３社 

連結子会社名 

同左 

(1) 連結子会社数  ３社 

連結子会社名 

同左 

  

  (2) 非連結子会社名 

公栄設備工業㈱、ひば

りネットシステム㈱、

㈱福和エンジニアリン

グ、㈱福岡通信工材製

作所 

(3) 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の

総資産、完成工事高、中間

純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため連結

の範囲から除外している。 

(2) 非連結子会社名 

同左 

  

  

  

  

(3)     同左 

(2) 非連結子会社名 

同左 

  

  

  

  

(3) 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の

総資産、完成工事高、当期

純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範

囲から除外している。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法を適用した非連結子

会社及び関連会社はない。 

(1)       同左 (1)        同左 

  

  (2) 持分法非適用の非連結子会

社名 

公栄設備工業㈱、ひば

りネットシステム㈱、

㈱福和エンジニアリン

グ、㈱福岡通信工材製

作所 

(3) 持分法非適用の関連会社名 

九州電機工業㈱、九州

保安用品産業㈱、㈱仁

和 

(2) 持分法非適用の非連結子会

社名 

同左 

  

  

  

(3) 持分法非適用の関連会社名 

同左 

  

(2) 持分法非適用の非連結子会

社名 

同左 

  

  

  

(3) 持分法非適用の関連会社名 

同左 

  

  (4) 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び持分法非適用

の関連会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適

用から除外している。 

(4)       同左 (4) 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び持分法非適用

の関連会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適

用から除外している。 

３ 連結子会社の(中間)決

算日等に関する事項 

すべての連結子会社の中間決算

日は、中間連結決算日と一致し

ている。 

同左 
  

すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致し

ている。 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

 未成工事支出金 

個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

総平均法による原価法 

 商品 

移動平均法による原価法 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

同左 

 商品 

同左 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

同左 

 商品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産 

定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については定額法)

よっている。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

建物・構築物 ８年～50年

機械装置・ 

運搬具・ 

工具器具備品 

２年～17年

有形固定資産 

提出会社は定率法(ただし、平

成10年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)は定額

法)を採用し、連結子会社は主

に定額法によっている。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

建物・構築物 ８年～50年

機械装置・ 

運搬具・ 

工具器具備品

２年～17年

有形固定資産 

定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については定額法)

よっている。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りである。 

建物・構築物 ８年～50年

機械装置・ 

運搬具・ 

工具器具備品 

２年～17年

  無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、主な耐用年数は自社利用

のソフトウェアの５年である。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  

  賞与引当金 

 従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担分を計上してい

る。 

賞与引当金 

  従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ている。 

 なお、提出会社は就業規則等の

改定により、支給対象期間を変

更した。 

 この結果、従来と同一の支給対

象期間によった場合に比べ、完

成工事総利益が107百万円減少

し、営業利益、経常利益、税金

等調整前中間純利益がそれぞれ

139百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は当該箇所に記載してい

る。 

賞与引当金 

 従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会

計年度負担分を計上している。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。

また、執行役員については内規

に基づく中間期末要支給額を計

上している。 

 なお、会計基準移行時差異は、

主として５年による均等額を費

用処理している。 

  過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による均

等額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。

また、執行役員については内規

に基づく中間期末要支給額を計

上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による均

等額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

また、執行役員については内規

に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

 なお、会計基準移行時差異は、

主として５年による均等額を費

用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による均

等額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上している。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上している。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(5) その他(中間)連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

長期請負工事の収益計上基準 

 工事完成基準によっている。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっている。 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

長期請負工事の収益計上基準 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  

５ (中間)連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっている。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示していた「技術支援協力金」（前中間連結

会計期間17百万円）については、営業外収益の100分の

10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記して

いる。 

――――――― 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,035百万円 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,098百万円 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

9,906百万円 

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金

の一部1,440百万円及び長

期借入金の一部1,948百万

円に対する債務の担保に供

している。 

建物 1,111百万円

土地 1,385 

合計 2,496 

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金

の一部1,558百万円及び長

期借入金の一部1,815百万

円に対する債務の担保に供

している。 

建物 1,175百万円

土地 1,461

合計 2,636

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金

の一部1,487百万円及び長

期借入金の一部1,915百万

円に対する債務の担保に供

している。 

建物 1,098百万円

土地 1,461 

合計 2,559 

３   ――――――― ３ 保証債務 

下記の会社の仕入債務に対

し、連帯保証をしている。 

ひばりネットシ
ステム㈱ 

6百万円

３   ――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

※１ 販売費及び一般管理費 

  

※１ 販売費及び一般管理費 

  

※１ 販売費及び一般管理費 



  

主要な費目及び金額は、

次のとおりである。 

主要な費目及び金額は、

次のとおりである。 

主要な費目及び金額は、

次のとおりである。 

  

従業員給料手当 686百万円

賞与引当金 
繰入額 

184 

退職給付費用 82 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

26 

  

従業員給料手当 587百万円

賞与引当金
繰入額 

191

退職給付費用 78

役員退職慰労
引当金繰入額 

19

従業員給料手当 1,549百万円

賞与引当金
繰入額 

173 

退職給付費用 145 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

46 

※２    ――――― ※２    ――――― ※２  前期損益修正益は、過年度出

向者負担金の修正によるもので

ある。 

※３  固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。 

※３    ――――― ※３  固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。 

機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

3百万円   機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

5百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。 

  

機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

0百万円

  

機械装置・運搬具
・工具器具備品 

0百万円
機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

0百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

※５ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

  

建物・構築物 0百万円

機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

2 

計 3 

  

建物・構築物 0百万円

機械装置・運搬具
・工具器具備品 

6

無形固定資産 9

計 16

建物・構築物 5百万円

機械装置・運搬具 
・工具器具備品 

23 

計 28 

※６ 退職給付費用は、退職給付に

係る会計基準を適用したことに

よる移行時差異償却額である。 

  

※６    ――――― ※６ 退職給付費用は、退職給付に

係る会計基準を適用したことに

よる移行時差異償却額である。 

 ７ 当社グループの完成工事高

は、通常の営業の形態として、

上半期と下半期の業績に季節的

変動があり、上半期に比べ下半

期に完成する工事の割合が大き

いため、連結会計年度の上半期

の完成工事高と下半期の完成工

事高との間に著しい相違があ

る。 

７     同左   ７    ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 6,863百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△237 

現金及び現金同等物 6,626 

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 6,291百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△297

現金及び現金同等物 5,994

  

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 4,615百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△241 

現金及び現金同等物 4,374 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（貸主側） 

 (1)リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

  
取得価額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置・運
搬具・工具器
具備品 

6,049 3,332 2,716

合計 6,049 3,332 2,716

１年内 1,100百万円

１年超 2,182 

合計 3,282 

（貸主側） 

 (1)リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

  
取得価額
  

(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置・運
搬具・工具器
具備品 

6,433 3,551 2,882

合計 6,433 3,551 2,882

１年内 1,036百万円

１年超 3,269

合計 4,306

（貸主側） 

(1)リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

取得価額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末 
残高 
(百万円)

機械装置・運
搬具・工具器
具備品 

6,233 3,452 2,780 

合計 6,233 3,452 2,780 

１年内 1,224百万円

１年超 2,681 

合計 3,905 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

  

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価

額の合計額からリース物件の

購入価額を控除した額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ている。 

  

受取リース料 631百万円

減価償却費 346 

受取利息相当額 76 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

  

 (4) 利息相当額の算定方法 

   同左 

  

受取リース料 669百万円

減価償却費 325

受取利息相当額 76

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

  

 (4) 利息相当額の算定方法 

   同左 

受取リース料 1,275百万円

減価償却費 719 

受取利息相当額 151 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

          なお、下落率30～50%の有価証券の減損にあたっては、次のいずれかの場合、「時価の下落が著しい」かどうかの判断を個

別銘柄毎に行い、合理的反証がない限り減損処理することとしている。 

          ①  有価証券の発行会社が債務超過にある場合 

          ②  ２期連続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,131 3,898 1,767

(2) 債券  

社債 72 82 10

(3) その他 150 146 △3

合計 2,354 4,128 1,774

非上場株式(店頭売買株式を除く) 86百万円



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

          なお、下落率30～50%の有価証券の減損にあたっては、次のいずれかの場合、「時価の下落が著しい」かどうかの判断を個

別銘柄毎に行い、合理的反証がない限り減損処理することとしている。 

          ①  有価証券の発行会社が債務超過にある場合 

          ②  ２期連続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,275 5,348 3,073

(2) 債券  

社債 20 22 2

(3) その他 165 173 8

合計 2,460 5,544 3,083

非上場株式 92百万円



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

          なお、下落率30～50%の有価証券の減損にあたっては、次のいずれかの場合、「時価の下落が著しい」かどうかの判断を個

別銘柄毎に行い、合理的反証がない限り減損処理することとしている。 

          ①  有価証券の発行会社が債務超過にある場合 

          ②  ２期連続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,226 4,546 2,319

(2) 債券  

社債 40 41 1

(3) その他 165 163 △2

合計 2,432 4,751 2,318

非上場株式 92百万円

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)及び 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売等 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

事業内容をより明確にするために、従来の「設備工事」を「土木・設備工事」に名称変更している。 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用954百万円は、提出会社本社の総務部等管理部門に係る費

用である。 

  

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

(1)外部顧客に対する完成工

事高 

19,253 2,668 21,922 ― 21,922 

(2)セグメント間の内部完成

工事高又は振替高 
1 52 54 （54） ― 

計 19,255 2,721 21,976 （54） 21,922 

営業費用 17,622 2,916 20,538 882 21,421 

営業利益又は営業損失（△） 1,632 △194 1,437 （937） 500 



当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売等 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用888百万円は、提出会社本社の総務部等管理部門に係る費

用である。 

   ４ 賞与の支給対象期間の変更 

      提出会社の就業規則等の改定により、支給対象期間を変更したことに伴い、従来と同一の支給対象期間によった場合に

比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、建設事業が116百万円、その他事業が８百万円、消去又は全社の項目に含めた配

賦不能営業費用が14百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売等 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,861百万円は、提出会社本社の総務部等管理部門に係る

費用である。 

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

(1)外部顧客に対する完成工

事高 

22,098 2,892 24,991 ― 24,991 

(2)セグメント間の内部完成

工事高又は振替高 
2 44 46 （46） ― 

計 22,100 2,937 25,038 （46） 24,991 

営業費用 20,675 3,097 23,773 814 24,588 

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失

（△） 
1,424 △160 1,264 （861） 403 

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

(1)外部顧客に対する完成工

事高 

47,362 5,939 53,302 ― 53,302 

(2)セグメント間の内部完成

工事高又は振替高 
4 95 100 (100) ― 

計 47,367 6,035 53,402 (100) 53,302 

営業費用 43,444 6,277 49,722 1,724 51,447 

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失

（△） 
3,922 △242 3,680 (1,825) 1,855 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域に支店及び連結子会社がないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域における完成工事高がないため、該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 928円94銭 １株当たり純資産額 983円78銭 １株当たり純資産額 975円51銭

１株当たり中間純利益 12円60銭 １株当たり中間純利益 13円９銭 １株当たり当期純利益 49円33銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載していない。 

  

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載していない。 

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載していない。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

279百万円 

普通株式に係る中間純利益 

279百万円 

普通株主に帰属しない金額 

    該当事項はない 

  

  

普通株式の期中平均株式数 

22,224,322株 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

295百万円 

普通株式に係る中間純利益 

295百万円 

普通株主に帰属しない金額 

    該当事項はない 

  

  

普通株式の期中平均株式数 

22,599,726株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

1,140百万円 

  

普通株式に係る当期純利益 

1,096百万円 

普通株主に帰属しない金額 

44百万円 

(うち利益処分による役員賞与金) 

44百万円 

普通株式の期中平均株式数 

22,217,027株 

  

  



  

２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１現金及び預金 6,039 5,221 3,812 

２受取手形 401 584 544 

３完成工事未収入金 5,609 7,868 13,224 

４売掛金 355 197 306 

５有価証券 60 22 20 

６未成工事支出金等 4,978 5,187 3,213 

７その他 880 847 767 

貸倒引当金 △14 △27 △32 

流動資産合計 18,310 52.5 19,901 53.9 21,857 56.8

Ⅱ 固定資産   

１有形固定資産 ※１   

(1)建物・構築物 ※２ 3,775 3,536 3,645 

(2)土地 ※２ 5,999 5,998 5,998 

(3)その他 380 313 317 

有形固定資産合計 10,155 29.2 9,848 26.7 9,961 25.9

２無形固定資産 530 1.5 412 1.1 460 1.2

３投資その他の資産   

(1)投資有価証券 3,944 5,359 4,599 

(2)繰延税金資産 1,369 861 1,078 

(3)その他 815 735 788 

貸倒引当金 △273 △204 △253 

投資その他の資産合計 5,856 16.8 6,752 18.3 6,212 16.1

固定資産合計 16,543 47.5 17,013 46.1 16,634 43.2

資産合計 34,853 100.0 36,915 100.0 38,492 100.0

      



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１支払手形 162 191 216 

２工事未払金 3,247 3,724 5,475 

３買掛金 355 252 385 

４短期借入金 ※２ 3,129 3,052 4,052 

５未払法人税等 336 403 197 

６未成工事受入金 477 315 418 

７賞与引当金 824 868 595 

８その他 ※４ 467 262 497 

流動負債合計 9,000 25.8 9,071 24.6 11,839 30.7

Ⅱ 固定負債   

１長期借入金 ※２ 805 701 752 

２退職給付引当金 4,963 5,010 4,781 

３役員退職慰労引当金 152 183 169 

４その他 867 869 867 

固定負債合計 6,789 19.5 6,765 18.3 6,571 17.1

負債合計 15,790 45.3 15,836 42.9 18,410 47.8



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 1,600 4.6 1,600 4.3 1,600 4.2

Ⅱ 資本剰余金   

 １資本準備金 1,667 1,667 1,667 

 ２その他資本剰余金 ― 288 ― 

  資本剰余金合計 1,667 4.8 1,955 5.3 1,667 4.3

Ⅲ 利益剰余金   

１利益準備金 399 399 399 

２任意積立金 13,338 13,338 13,338 

３中間(当期)未処分利益 1,246 1,975 1,950 

利益剰余金合計 14,985 43.0 15,713 42.6 15,688 40.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,056 3.0 1,815 4.9 1,374 3.6

Ⅴ 自己株式 △245 △0.7 △4 △0.0 △248 △0.6

資本合計 19,063 54.7 21,079 57.1 20,081 52.2

負債資本合計 34,853 100.0 36,915 100.0 38,492 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高 18,456 100.0 20,653 100.0 45,453 100.0

Ⅱ 完成工事原価 16,508 89.4 18,903 91.5 40,764 89.7

完成工事総利益 1,947 10.6 1,750 8.5 4,688 10.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,585 8.6 1,474 7.2 3,082 6.8

営業利益 361 2.0 275 1.3 1,606 3.5

Ⅳ 営業外収益   

１受取利息 4 3 7 

２その他 141 159 314 

営業外収益計 145 0.7 163 0.8 322 0.7

Ⅴ 営業外費用   

１支払利息 17 15 33 

２その他 20 9 16 

営業外費用計 38 0.2 24 0.1 50 0.1

経常利益 469 2.5 414 2.0 1,877 4.1

Ⅵ 特別利益 13 0.1 37 0.2 62 0.1

Ⅶ 特別損失   

１退職給付費用 ※１ 66 ― 132 

２その他 2 15 26 

特別損失計 68 0.4 15 0.1 159 0.3

税引前中間（当期）純利
益 

413 2.2 436 2.1 1,780 3.9

法人税、住民税及び 
事業税 

312 1.6 383 1.8 681 1.5

法人税等調整額 △131 △0.7 △206 △1.0 51 0.1

中間（当期）純利益 232 1.3 259 1.3 1,047 2.3

前期繰越利益 1,014 1,715 1,014 

中間配当額 ― ― 111 

中間(当期)未処分利益 1,246 1,975 1,950 

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

    同左 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

    同左 

  時価のないもの 

    同左 

  たな卸資産 

 未成工事支出金 

個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

総平均法による原価法 

 商品 

移動平均法による原価法 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

    同左 

 材料貯蔵品 

    同左 

 商品 

    同左 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

    同左 

 材料貯蔵品 

    同左 

 商品 

    同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については定額法)

によっている。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりである。 

建物・構築物 ８年～50年

その他 ２年～17年

有形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

有形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  無形固定資産 

 定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は自社利

用のソフトウェアの５年であ

る。 

無形固定資産 

    同左 

無形固定資産 

    同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

している。 

貸倒引当金 

    同左 

貸倒引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  賞与引当金 

 従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額のうち当中間

期負担分を計上している。 

賞与引当金 

 従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上

している。 

なお、就業規則等の改定によ

賞与引当金 

 従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額のうち当期負

担分を計上している。 



  

り、支給対象期間を下記のと

おり変更した。 

この結果、従来と同一の支給

対象期間によった場合に比

べ、完成工事総利益が107百

万円減少し、営業利益、経常

利益、税引前中間純利益がそ

れぞれ139百万円減少してい

る。 

変更前

冬季賞与 ５月１日～10月31日

夏季賞与 11月１日～４月30日

変更後

冬季賞与 ４月１日～９月30日

夏季賞与 10月１日～３月31日

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

また、執行役員については内

規に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

なお、会計基準移行時差異

は、５年による均等額を費用

処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）に

よる均等額を費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

また、執行役員については内

規に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）に

よる均等額を費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

また、執行役員については内

規に基づく期末要支給額を計

上している。 

なお、会計基準移行時差異

は、５年による均等額を費用

処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）に

よる均等額を費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上している。 

  

役員退職慰労引当金 

    同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上している。 

       

  
  前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

    同左     同左 

  

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

長期請負工事の収益計上基準 

 工事完成基準によってい

る。 

長期請負工事の収益計上基準 

    同左 

長期請負工事の収益計上基準 

    同左 

    消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 



  

会計処理の変更 

  

 税抜方式によっている。     同左     同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,999百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,815百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,798百万円 

  

※２ 担保資産 

      下記の資産は、短期借入金の

一部1,290百万円及び長期借

入金の一部948百万円に対す

る債務の担保に供している。 

建物 1,096百万円

土地 822 

合計 1,918 

※２ 担保資産 

      下記の資産は、短期借入金の

一部1,408百万円及び長期借

入金の一部775百万円に対す

る債務の担保に供している。 

建物 1,062百万円

土地 898 

合計 1,960 

※２ 担保資産 

      下記の資産は、短期借入金の

一部1,387百万円及び長期借

入金の一部824百万円に対す

る債務の担保に供している。 

建物 1,079百万円

土地 898 

合計 1,977 

 ３ 保証債務 

(1)下記の会社の金融機関からの

借入金に対し、連帯保証をし

ている。 

西部電設㈱ 8百万円

九州通信産業㈱ 150 

合計 158 

３ 保証債務 

(1) ――――――― 

３ 保証債務 

(1) ――――――― 

(2)  ――――――― (2)下記の会社の仕入債務に対

し、連帯保証をしている。 

ひばりネットシ

ステム㈱ 
6百万円

(2) ――――――― 

※４ 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺して、中間貸借対照表

上、流動負債「その他」に含

めて表示している。 

※４   同左 ※４  ―――――――  



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 退職給付費用は、退職給付に

係る会計基準を適用したこと

による移行時差異償却額であ

る。 

  

※１  ――――――― ※１ 退職給付費用は、退職給付

に係る会計基準を適用した

ことによる移行時差異償却

額である。 

 ２ 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期と

下半期の業績に季節的変動が

あり、上半期に比べ下半期に

完成する工事の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の完

成工事高と下半期の完成工事

高との間に著しい相違があ

る。 

  

２     同左 ２  ――――――― 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 175百万円

無形固定資産 54 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 148百万円

無形固定資産 67

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 350百万円

無形固定資産 127 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械装置) 380 374 6

合計 380 374 6

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械装置等) 255 28 227

合計 255 28 227

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他
(機械装置)

632 393 238

合計 632 393 238

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 6百万円

１年超 ― 

合計 6 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 37百万円

１年超 232

合計 270

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 37百万円

１年超 247 

合計 284 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 27 

支払利息相当額 0 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 15

支払利息相当額 5

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 45 

支払利息相当額 3 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

(1) 決議年月日      平成17年11月11日 

(2) 中間配当金総額      115,634,340円 

(3) １株当たりの額           5円 

(4) 中間配当支払開始日  平成17年12月12日 

  

前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、 

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)及び 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第60期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月28日 
九州財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第2項第9号（代表取締役の異動）
に基づく臨時報告書 

  
平成17年５月18日 
九州財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成17年12月9日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西部電気工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成16年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西部電気工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月9日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 
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